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インプレーションの波及過程について

金谷義弘

は じ め に

本稿は，先に発表した論文「インフレーショシの概念規定についてJ"の続稿

である。本稿は，概念規定で見た紙幣減i商法則と価値収奪力能を基礎にして，

イジフレ-.yョ γc波及過程の基本法則を解明することを課題とする。という

のは概念規定においては，過程を貫〈インフレ一シヨンの木質を純粋lにこ!F，

ることのみに謀胆が限定されていたからである。ところが現実のインフレージ

ョン現象を十全に理解しようとすれば，この認識に留まる訳にはゆかない。

インフレーションの原因たる新規に造出された紙幣は，流通に投入されてそ

の購買力が発動された瞬間に社会のすべての商品価格を一挙に騰貴させること

はない。新規に造出された紙幣も，既存の紙幣の支出と同じく特定の使用価値

を獲得するという目的にfllU約されて支出される。それゆえ新規に造出された紙

幣も，この制約から特定の部分的市場に投ぜられ，その部面の商品のみをまず

謄貸させる。そして再生産上の連関を通じて新規造出紙幣は他部面へ浸透して

ゆく。それで騰貴も最初の部面〈部分市場)から他の部面へと波及してゆく o

この騰貴の波及過程の中で，与えられた資本主義社会にとっての戦略産業の

設立・育成や，個別資本の独自の形態での集中・集積や，対極での特定部門の

切り捨てや，個別資本の破産が発生するのである。 こうしたイ Y フレ シ

ョY の波及過程の解明を行なうことが概念規定に続いてなされhばならなし伊。

1) 金省主主弘，イツフレーションの概念規定についてョ 「経済論叢」第133巻第4・6号，昭和田
年 4 • 5月。本稿はこの論文に示された独自白概念規定に基づいて展開される。以下，本稿では
「概念規定」と略す。

2) 渡E過程をインフレーシ司ンの脱走規定と区別ILて独自白次元でとらえるべきだという主張ノ
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もち ろん本稿では波及過程に生成するこの極めて複雑な過程の具体的全体に

一挙に迫ろうと言うのではなし、。ここでは先の概念規定が明らかにしたインフ

レ ションの二モメント，すなわち(1)紙幣減価法則と(2)価値収奪機能が，波及

過程の中でいかに変形され て貫 徹す るの かを ，二 節に 分けて解明することにす

るa30 こうした波及過程の諸法則が明らかにされてこそ，資本主義的生産過程

を構成する個別資本やその総体にとってのイ γ フレ政策の一般的機能を分析し

f号るのであるo

I 流通手段の図式に基づく波及過程の 分析

ここでは 商品の売買の系列を流通手段と Lての貨幣が順 次 に 媒 介 し て ゆ 〈 過

¥、は，三宅義夫氏において方法的意識的に提出されている。氏は，金の価値変動が商品目価値変動

に同時に，一様に影響を与えない，むしろ比較的長い時閣をかけて?べての商品価直が貨幣金属

の新しい価値に照応して評'iiIliされるようになる，というマルグス白見解を検討し，さらにインフ

レーションの場合も，これと類似した過程が存在するとして次のように述ベている。 Iしかし，
土の物価の三倍の騰貴というのは， 同じ賀幣名のいい表わす令量の半減ということから， 抽象

的法則的にいってそうなるというのであって，実際に物価が二倍になるというのではなしま

たこ四物価騰貴の過程が而場合〈紙幣減価と佃絡の度量掠準の切り下げ 金谷 〉とも同じ

であるというのでもない。価格の度量標準の法定的変更ではなく，事実上の変更のさいにおけ

る，し、いかえれば『直接的』変更ではなく『間接的』変更のさいにおける，物価崎貴の過程は，

きわめて特徴前な過程をとるのであるが，かかることはまだここで問題とされていないJ (三宅

設夫「貨幣信用論研究」改訂11<，未来社， 昭和45年， 99同一ジJ。三宅民の見解をさらに発展さ

せようとしている孔留開局もまた波及過程のメカニズムを研究している〈久留間健，独自な物価
騰貴としてのインフレーγ ョンの概念規定の確立のための試論，大内久留閑固有沢田鈴木編

「金融論研究 渡辺佐平還暦記念論文集 J.法政大学出医局，昭和39年〕。久留間氏。特徴

は.(1)概念規定D枕元で檀及過程の問題も担かっていること，そして(2)渡丑過程の中で同時に収

朝見聞の形成を問題にしてL、ることである。島器華民もまた紙幣減価法則のみでは現実のイツフ

レ現象は解明できないとして，紙幣減価法則について次のように言われる。 Iいわばインフレの

拍点と終点とが示されているだ円であって，現実のインフレがどのように進行するのか，紙幣の

増発がどのように物価蹄貴につながってゆくかは具体的に示されていない。あとでも町べるよう

に現実のインフレの進行過程を分析するには，上に刀てされたようなマルクスの抽象的な埋請をも

っと具体的に展開していかねばならないのであるJ(島恭彦「イ γフレーション 1.青木害賠，昭

和52年， 18へ ジ〉。法王過程に関する語学説の検討はj 地の論者も含めて独自に論じることに

する。

3) 紙幣時価ということは個々の紙幣の代表金量の低下を示すが，このことは紙幣減価法則と価値

収奪。怯貝uが同ーの規定であることを示すものではない。前者は桂者の根拠ではあるが，価値目又

奪を成立させる条件はj 前者に外的であるo この点については前掲の拙稿「概意規定」を参照せ

よ。
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程を示す図式，つまり流~手段の図式を用いて，インフ ν ーションの波及過程

を分析する o

第 1図のように， ここでは与えられた一国の実現さるべき商品総額が 900，

第 1図
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貨幣の流通速度が 3，それで流通必要金量が 300と前提する。この場合，貨幣

総量が紙幣によって代位されたとしても事柄には何等変化はない。ここに表現

されているものは，流通手段としての貨幣の一般的な運動形態なのである。

次に，以上と同ーの条件のもとで，紙幣が流通の必要とはかかわ旬な<.さ

らに 100だけ追加投入され，第 1図に需号購買者Aによって支出されるとしよ

うn するとAの支出する紙幣は総計400となる(第2図〉。

先の前提では，流通する紙幣の額面総額300は， これが代位する流通必要金

量 300と 致していた。ところが紙幣が 100追加投入されると，総計400の紙

第 2図
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幣が 300の流通必要金量を代位すJることになる。それで個々の紙幣の代表金量

は 3/4に低下L，商品は反対に 4/3倍に騰貴するヘ

紙幣減価法則が規定するこの騰貴率は，上記の流通手段の図式を用いて与え

られた条件で，どのように実現されるであろうか。

ここでは，拙稿「概念規定」の論文の前提のように商品総量と紙幣総量とが

一堂に会して，騰貴が全社会的に一挙に生じているのではなく，個々の売買に

おいて紙幣総景が騰貴を引き起こしつつ過程を媒介してゆくことになる。第2

図で言えば，紙幣400は持ち手をAからしだいにDへと代えてゆく過程で順次

商品を 4/3倍に騰貴させてゆ〈のである。騰貴は，その社会のすべての商品の

価格が， 団となって過程を既け拭ける紙幣総量との接触によって書き改めら

れた時に完了する。そのご紙幣総量は新たな物価水準のもとで媒介機能を果た

すとIcになる。

「概念規定」では，紙幣減価は全社会的規模で一挙的に完了すると前提きれ

ていた。そのため新規に造出された紙幣の追加投入によって増大させられた紙

幣総量が流通必要金畳を代位するという，圧縮過程としての本質が，明瞭に看

取された。これに対L，ここに見る波及過程では，個別資本家にとっては，再

生産過程のある部面で需要が増大し，これが他の部面に波及して〈るかのよう

に観念されるのである。増大した紙幣総量が圧縮されるという過程が，好況期

に増大した需要が次々と波及するのと同一視され得るかの外観を受円とるので

ある530 インフレの波及過程は事態の本質を隠幣する転倒Lた現象形態をとる。

4) 本稿では事態を単純化するために，流通紙幣量が増大した桂も貨幣の流通速度は変化しないと
前提されている。

5) インフレ ショシを，紙幣の減価で観念するか，需要増大とその被及で観岩:するかで，ニつの
埋論日的潮流が成立するロ前者は通説的見地であり，後者には，いわゆるディマンドプル田インフ

レーション論や)11合一郎氏の「原始的購買手段」説が属する。後者の潮流は，本文に述べた波及
過程の転倒した現象形態と好況期の物価騰貴現象とを混同する且解である。好況期の物価蹄貴と
インフレ騰貴の関係を明らかにするためには，まず独自の形態規定としてそれぞれを明らかにL

てゆく必要がある。本稿では，これまで真正面から分析されてζ なかったイシプレーションの波
及過程の規定を純粋に取b出すことを課題としている。この点が不十分なため川合氏の問塵誼早起
には十分答え切れなかq たのである。久留間健氏は，インフレーγzンの科学的な分析の立脚点
に立って，インフレの設及における需要の契機，需胎関係の契機を問題にした論者である〈前ノ
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次にこの波及過程のもとで価値収奪機能がいかに展開するかを問うことにし

ょう。

先の「概念規定」の論文で明らかにしておいたように，収奪関係は「新規造

出紙幣による購買者主既存流通紙幣による購買者との問の，したがって購買者

相互間の収奪闘係として成立する」へそれで，ここでの考察の前提は 歩具体

化されねばならない。というのは，ここでの商品の売買は，一人の貨幣所有者

と一人の商品所有者との闘に成立すると前提されていたからである。 ζ の前提

では同ーの商品群をめぐって複数の購買者が競合することはありえない。そこ

で，ここでは第3図に示きれたように同ーの使用価値の商品を交授する複数

〔ここでは 3人づっ〉の商品所有者と貨幣所有者を前提する。つまり，とれま

での個別的商品交換を，一つの空間的広がわか持った「部分市場|の中に存す

zものと前提するのであるか各部分市場の両極には，各々三人の所有者が立つ。

一方の極には 300の商品が，他方の極には 300の紙幣が，相方とも 100つつ分

散して所有される。第3図では， このような部分市場が完全に連接するものと

第 3図
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、持論文に加えて。久留間選主，マルクス紙幣減価論D理僻のために. I立教経済学研究」第21鞍第

3号宣昭和42年4月.)。

6) 拙稿，前出「概志規定J.ペジ。
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して二つ措かれている。実際には 3面存在するとし，また流通速度が3であれ

ば，流通必要金量は 300となる。もちろん，この場合も先の例と同じ〈紙幣総

量が一団となって直線的な流通過程を馳け抜円るのである。

この前提のもとで新規に造出された紙幣 100が特定の購買者に排他的に供与

され，その結果イ γ フνーションに独自の価値収奪機能が発揮される場合を分

析する。

まず第3図に言う「第一市場」について。ここでは，それが総市場ではな<， 

部分市場であるという点を除けば概念規定で行なった考察と向ーの事態が生じ

る。増大した紙幣総量400が 300の流通必要金量に庄縮され， ζれを代位する

ことになる。したがって販売者の側てPは，すべての商品が 4/3倍に騰貴する。

これに応じて紙幣は 3/4倍に減価する。販売者lま各々 4/3倍の騰貴率に一致し

た価格で白己の商品を実現する U この限りでは販売者には一般的に損失は生じ

ない九 これに対し購買者の側では収奪関係が形成さわる。例えば新規に造問

された紙幣が，既存の流通紙幣をまった〈所有していなかった者に与えられ，

もって彼が第一市場の 4番目の購買者として新たに購買者群に参加したと Lょ

う。彼は新規造出紙幣 100をもって 3人の購買者とともに購買を行なう。する

とこの新参の購買者ーは，無価値の紙幣 100と交換にその額面の 3/4に当たる75

の価値ある商品を入手する (75の一方的利得)。これに対し既存の購買者3人

が所有すZ総計 300の紙幣の購買力は 3/4倍に切り下げられ， 225の価値の商

品しか入手し得ないのである〔総計75の一方的損失〕。

では第3図の第二市場ではどうであろうか。ここでは第一市場での販売者が，

入手した紙幣でもって購買者として立ち現われる。この購買者3人は，第一市

場での騰貴現象の結果，各々これまでの 4/3倍にあたる 133Y， の額面の紙幣を

入手している。したがって新規造出紙幣 100は 3人の購買者に均等に所有さ

れている。 ζζ では完全な競争が行なわれる限り，インプレーションの規定か

7) 競争の独自性による偶然的な騰貴田不均等や，販売者と購買者0)[日来からの取り引き関時四国

定性による帽失が生じうるが，ここでは擾乱する諸条件を捨象しているg
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ら生じる購買者間の収奪関 係 は 成 立 し な い 。 た だ 名 目 的騰貴のみが波及してゆ

〈ことになるのであるへこれは第三市場以降も同じである。

このように前提に Lた がえば，収奪関係は第一市場を除 い て 成 立 せ ず ， た だ

名目的な 騰 貴 だ 吋 が 展 開するのみである。なぜなら個別の主体にとって. (1)自

分の商品に対して法則が命ずる騰貴率に照応して増大した紙幣群が買い向い，

(2)自らが購入すべき商品がまた同率に騰貴するからである。これは収奪を伴な

わない名目的騰貴が波及する条件である。

以上は 完全競争条件白もとでの考察である。だが対面して商品交換を行なう

販売者と購買者の聞に完全競争を問害する融合関係が形成さわしている場合はど

8) 収事関係を伴なわない名目的騰貴の一般的発現品件については，拙稿「概念規定」第E卸の(，)

を参照ぜよ o そこでは収専を伴なわない名目的騰貴は無概意的な形態として評価されたが，快し

て思考の産物ではなし現実に生起するものでもある。またインフレーショシの騰貴を「名目的

騰貴」として特徴つけることは適切なことであろう。しかし従来好況期。物価騰宣伝どを「実質

的騰貴」として対比する場合にーつの落し穴がある。例えば岡橋保氏は言う。「物価の変動には，

一般商品のがわにおける価値の増減や，あるいは貨幣商品企白価租変化からおこる物価の実質的

な蹄落と，貨幣商品企の宜幣名の変更によっておこる物帽の名目的な騰落とがある。まえの二つ

の物価の騰落は，一般商品あるいは貨幣商品金の価値そのものが増減し，その実質的な変化から

起こる物価の騰落である白にたいして. ;;，~の物価の名目的騰貴とは，一般商品や貨幣商品の価

値そ由ものにはなんり変也もなしただ貨幣商品金の一定量につけられた呼び名，うらがえして

いえば金の貨幣名，円の代表している金量そのもりの変更，すなわち価格標準の変更によーってお

きた物価のたんなる名目上の騰落をさしていうのであるJ (岡橋保「現代イシプレー γ ョン論批

判J. 日本評論社，昭和42年， 25Sベージ〉。価格形態の一極にある両品群の個別的価値の変化に

よる騰貴でもなしまた好況j閉の需要増大のように，商品の個別的価値を越えた金量を表現する

価格形態を受けとる場合でもなく，紙幣の代表金量が低下するために商品に対置される紙幣績が

増大する1 という事態。を表現する限りにおいて「名目的」騰貴の表現は正しいであろう。たしか

にインフレは経済過程の内部に帰因する何らかの実質的変動の表現ではない。商品総量を素材的

にも価値的にも噌減させたい。しかし国家の紙幣増尭という上部構造の経演的土台への反作用に

よって紙幣の代表金量が低下すると同時に，価値収奪機能が展開して既存の所有関係冶分配関係

の変更とし寸突質的変動が生じるのである。ただ，この実質的変動は価格際高の原因ではなく，

インフレ騰貴の結果なのである。それでインフレと他の騰貴を名目的か実質的かで割り切ろうと

することは，インフレの価他以奪機能に基づく所有分配関係へ白実質的な反作用を看過するよ

とになる。このことはインフレ甲概念規定を紙幣減価法則の契機のみをもって行ない，価値収奪

機能の理論的定在を明らかにして乙なかった点にあらわれている。したがって高須賀氏の「マネ

タりストは，それ(インフレ 金谷一一〕は『純粋に貨幣的現象』であるとする。そ白ζ とに

よって，インフレーションは経済の実体とは何のかかわりを持たない名目的現象だとされてしま

うu かれらによれば，インフレーγaンが経済の実体 つ支 h蓄積過程や分配l閑慌に，良レ影響

も悪い影響も本性上与えないのであるJC高須賀義博「現代資本主義とインフレーションJ.岩波

書}古，昭和56年， 85へ ジ〉とU、った批判に十分容えられないのである。
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うであろうか。再び第3図の例で考えよう。新規に造出された紙幣 1C日が既存

の購買者Aに入手されたとする。 Aは総計200の紙幣を支出するが， 1J庄は販売

者Dとの融合関係を持っているため，他の販売者・購買者と完全な競争関係を

結ばない。 Aは所有する紙幣 200をすべて販売者Dに振り向けるとする。この

条件のもとで上記の波及過程の諸法則はどのように展日目するであろうか。

第一市場について言えばこうである。第市場全体を包む騰貴現象は発生せ

ず Aに入手された 200の紙幣は専一的に販売者Uの商品価格の上昇要因とな

るだけである。新規に造出された紙幣は A自身が既に所有していた紙幣 100

としか競命しない。それゆえAは同じ購買者B ・Cを収奪する関係に立たない。

Bや Cは AとDの融合関係によコてDから購買することを阻止されるか9〉，

A.Dの交換が高価なため自発的にE.Fに買い向かうことになる。 この

条件のもとでは実質的に第一一市場は単ーの部分市場とは言虫ず，れしろ二つに

分裂した格差構造を有しているのである。

したがって第一而場の購買者間では収奪関係が成立しないため，この部面で

の生産関係は変形されないのである。第一市場での唯一の変化は，販売者Dの

利潤率が 2倍に上昇することである。だが，この高利潤率は Dが第二市場で

発揮する収奪力能の根拠なのである。

そこで第二市場を見る。第二市場での購買者D'E'Fのうち， Dのみが他

の二倍の 20日を支出する。それで新規に近出された紙幣が第一市場を通って第

二市場の購買者Dによって独占されているという独自性を除けば，第二市場で

展開する事態は，本節で先に見た第一市場での収奪関係と同じである。 Dは50

の一方的利得を得て， E' Fは総副50の一方的損失を被るのである。

このように流通過程を構成する佃別的生産者の聞に融合関係が存企~，そり

ために新規造出紙幣の投入される第一市場 t価値収奪力能が発揮されなかった

場合，その力能は融合関係の束縛から逃れる部分市場(上の例では第二市場〕

9) 完全な競争の展開を阻止するとのような障壁の形成は，商品。佐用仙直における差別化や，商
業資本町介在による独自の版売網の形成によって現実のもりとなる。
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で発現する。これは収奪力能の移転である。そしてこの移転を経ても，収奪の

基本関係に変化はないのである(ここで 75が 50になるのは， D自身も既存紙

幣を持っているため〕。 もちろん収奪力能が， 第一市場でまったく発現せず，

反対に第二市場では完全に発現するという想定は，極端な抽象である。実際に

は価値J[!.l奪力能は，なかば第一市場で，なかば第二市場とこれに続く部分市場

で発現するであろう。だがここに示した移転の法則はこのことを否定しない。

むしろ収奪力能の実際の移転はこの移転の法則から説明される。

ここに言う「融合関係」は，独占資本とこれに付随する従属的資本との関係

のこともあれば，企業集団を形成する独占諸資本の相互関係自ιともある o い

ずれの場合にせよ，こ ζで想定している関係は，利害を共にする二生産者聞の

肯定的統ーの関係である。しかしここでの問題は，融合関係の内実ではなし

イy フV--Va'./の波及が融合関係によって屈折させられる中で，インフレー

γ ョンの基本法則がいかなる形態で貫徹するかである。

さて官、は流通手段の阿王立を用いて波及過程の分析を行なってきた。そこで次

にもし紙幣の流涌速度をこれまで通り 3，直線的に連接する部分市場の個々の

規模もこれまで通り 300とし，ただ総流通の規模が 2倍となり，商品価格にし

て900から 1，800になったとしたらどうであろうか。部分市場の数は 3面から

6面になる。実現さるべき商品総額は1，8C日である。そして流通速度が 3であ

るため，流通必要金主主は 600となる。ーーところが，これまで直線的流通過程

を媒介してきたのは 300の紙幣にすぎなかった。そこでさらに 300の紙幣が追

加され，流通手段機能を果たして商品流通を媒介せねばならない。そして既存

の紙幣300は一方の商品群900を，新しい紙幣300は他方の商品群 900を，そ

れぞれ流通速度3で次々と媒介してゆくことになる。

一見すると，この前提条件の変更は，単なる仮冠された数千:の変更に尽きる

ように見えるが，そうではな"0これはインソ v-..yョンの波及過程を分析す

る際に， ζれまでとは決定的に区別される独自の条件を合んでいる。

これを換言すれば，これまでの考察では，紙幣総量がー固となって直線的な
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流通過程を駈円故けたのに対して，ここでは紙幣総量が二分割され，それぞれ

別々に，そして同時並行的に商品交換を媒介してゆくのである。この相違は，

新規に造出された紙幣が投入される条件を変化させる。すなわち，これまでの

考察では，流通過程を紙幣総量が一団と沿り駈け抜けるため，投入された新規

造出紙幣は一挙に既存紙幣総量と競合し，増大した紙幣総量が流通必要金量を

体現する第一市場の商品総量への庄縮を完了するのである。これが第一市場で

生じ，続〈第二市場以降では，この匠縮が社会的に確証されてゆくのである。

これに対して，ここでほ紙幣総量が分割されて過程を媒介しているため，ある

部分市場に新規に造出された紙幣が投入されても，先の考察のように既存紙幣

の総量と一挙に競合を完了することはありえず，そのー可除部分ξのみ競合す

るだけである。したがって騰貴はまず一方の商品群900で生じ，投入された新

規造出紙幣が，そこから再生産土の連関を通じて他方の 900の規模の市場群へ

も浸透し，騰貴がさらに波及する。か〈して新規造出紙幣が，既存の流通紙幣

総量と全面的に接触し，均等な圧縮関係を形成した時に騰貴は終息する。この

インフレーションの独自の波及形態においては，価値収奪機能の発現形態にも

また独自のものがあるであろう。この波及形態は以上の基本法則を基礎にして

解明される一層具体的な形態である。以下，この波及形態を「インフレーショ

ンの現実的波及過程Jと称して独自に解明する。

II インフレーションの現実的波及過程

前節末尾に示したように，ここでは既存の流通紙幣総量が社会的に分散して

所告され，この分散された紙幣がそれぞれ社会的生産を同時並行的に媒介して

ゆくという一層現実に接近した条件のもとで，インフレーションの波及過程を

研究する。ここでは実際には無限に細分化し得る社会の総市場を，大きく二つ

の部分市場に分割されたものとして考察する。したがって既存の流通紙幣総量

もこれに照応して二つに分割されて各々の部分市場を媒介するものとしよう o

もちろんこの二つの部分市場は，その内に第一節で見たような直線的流通過程
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をなす複合的な亜部分市場を含むかもしれない。だが，この問題については既

に分析し，その基本性格を明らかにしてきたから，ここで問題にする二大商扮

市場は，それぞれが一方にその部分市場に登場すべきすべての商品群が，そし

て他方にこの部分市場での需要総量を形成するすべての紙幣群が，相方一堂に

会して立っところの単純な部分市場からなると前提する。

こうした条件のもとで一方の部分市場に新規に造出された紙幣が過剰投入さ

れる場合のインフレー γ ョンの波及過程を研究する。 ζれまでの仮定とは数字

は異なるが，よれを簡単に図示すれば第4図のようにな品。

第 4図

紅白 k;::
(Fl) Wl，α)0‘一一一一一一一一一-G1， 000 

市u岨h且担

この闘は，本文に言う現史的世及過程の第一段階を指す

新風に造山
された永氏幣
1，000 

第4図では，二つの部分市場にはそれぞれ 1，日日0の商品群が立ち， 対極には

これに買い向かう紙幣群がやはり 1，000つ会つ立っと前提されている。そして，

それぞれの部分市場は似，)，但)と命名されている。部分市場仏)には，上記の媒介

的契機の紙幣 1，000に加えて，流通の必要を越えてさらに 1，000の紙幣が投入

されると前提されている。

この条件のもとでは，インフレ-'./ョン白波及過程はニ段階に分かれる。第

一段階は，部分市場制への新規造出紙幣 1，000の投入， そして部分市場仏)の既

存の流通紙幣 1，000とこの新規の1.000の購買力の発動，部分市場(A:での騰貴

と収奪関係が形成される段階である。第二段階は，部分市場ωの商品所有者
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(販売者〉の手に移転した新規造出紙幣が，彼自身の購買を通じて部分市場(B)

へ浸透する段階であ品。

第二段階，騰貴の部分市場。ヨドの波及は，部分市場(刈での販売者達が，それ

ぞれの社会的再生産の中にいかなる位置を占め，いかなる再生産上の連関を結

んでいるかによって様々な形態が存在する。しかしここでは「再生産上の連

関」の具体的内容には立ち入らない。この研究を行なうためには，資本主義的

生産様式u支配する一国の社会的生産の具体的条件が与えられねばならないか

bである。

まず第 段階について考察する。第一段階は純粋に部分市場仏)の内部で生起

する現象である。ここでは主要なモメントである購買者の契機から分析し，続

いて販売者の契機，最後に両者による部分市場ωでの商品交換がイ Yフレの波

及過程全体に対して持つ意義を明らかにしよう。

まず購買者の契機について。ここには既存の流通紙幣が 1，000存在しており，

さらに国家権力によって外部から新規に造出された紙幣が1，000強力的に投入

されている。そしてここでも新規に造出された紙幣が，これまで既存流通紙幣

を一切所有していなかった新参の購買者によって所有されて支出されると仮定

しよう。こうすれば価値収奪機能が純粋に抽出できるからである。それで部分

市場(A)の購買者群は，判然と区別される二つのグノレープによって構成される。

第一のグループは，既存の流通紙幣 1，000のみを持って購買を行なう。これに

対し第二のグループは，新規に造出された紙幣 1，000のみを持って購買を行な

うのである。ここでも新規造出紙幣は師在して所有吉れ，既存の流通紙幣と競

合するがゆえ，価値以奪力能が展開する。すなわち第二グループが第ーグノレ

プを収奪する関係が生成する。総言¥2，000の紙幣は，対面する 1，000の価値あ

る商品に買レ向かう。紙幣群は相互に購買力を主張し合い， 自らをすり減らし

てゆく。そしてそれぞれの名目額に比例して，商品を盲目的に分配する。第一

のグループは，これまで通り 1，000白紙幣を支H"¥したがら，今回は 500の価値

ある商品しか入手し売なくなる (500の一方的損失〕。これに対し第二のグノレー
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プほ，国家権力による紙幣の創出という純枠に不生産的な行為の思恵に浴し，

1，000の新規紙幣の「所有者]となり，この支出によって対価なしに 500の価

値ある商品を取得したのである (5C日の一方的利得)01，即日の紙幣の創出と，

法貨規定に基くそり購買))の発動は，価値量にし C500白収奪関係を部分市場

(A)の購買者群内部にもたらしたのである。

続いて販売者の契機について。販売者たる商品所有者に対して上記に見たよ

うな需要増大が生じる。この場合，実際には販売者の在庫形成や稼動率の上昇

によ勺て供給の増大が生じる。とこには価格上昇・需要増大に基いて販売者の

側での供給増大とシェアー獲得競争が展開する可能性が存在する。それは競争

に参加する個別資本の蓄積を促進する一つの根拠である。この場合，インフレ

ーションの原因たる名目的需要の増大は，生産される商品量の増大を，それゆ

え流通必要金量の増大を引き起し得る。したがって，この流通必要金量の増大

のため，新規造出紙幣の総量が流通必要金量に対してすべて「過剰」の規定性

を受けとるのではなしむしろ流通必要金量そのものの増大によって，その一

定部分が必要量を代位する契機に転化する場合がある。それで過程の端初で与

えられていた流通必要金量と増大した紙幣総量とによって予想された騰貴率よ

りも実際に実現する騰貴率が低下する可能性が存在するのである。

だが同時に次のことが看過されてはならない。この騰貴率の低下は，あくま

己も現仕の考察にとっては一つの "J能性に留まるという事である。というのは，

ある個別資本に対する需要が 時的に増大したとしても，その個別資本の蓄積

につながるか否かは，個別資本り外にある諸条件に依存するからである。すな

わち個刷資本の蓄積が進展するか否かは，これを包含する社会的総資本の再生

産の趨勢に依存するのであって，その個別資本白休だけから理解しえない。し

たがってインフレの原因たる新規紙幣の購買力発動による需要増大が流通必要

金量の増大を導〈か否かという問題は，紙幣減例法則の見地の考察のみならず，

価値収奪力能の資本主義的形態での展開が社会的総資本の再生産の限界をし、か

に突破し促進するかという点を明らかにすることによって解決されねばならな
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い。それで新規紙幣の強力的投入の時点で社会の生産全般が迎えている具体的

局面と新規造出紙幣の投入形態，および両者の連関が詳細に分析されねばなら

ない。現在私が行なっている一般的考察からは流通必要金量の増大の可能性が

現実性に転化する条件は与えられないのである，0)。

さて完全競争が保証されるとすると，部分市場刊での売買を通じて販売者は

一様に従来の二倍白紙幣を入手することになる。このことはさしあたり販売者

の利潤率に反映する。だが問題は， ζ の局部的な二倍の騰貴がどんな意味をも

っているかである。そこで次に部分市場(1'..)におけるこの商品交換がイ γ フレの

波及過程総体に対Lてどんな意義をもっているかを明らかにすることにしよう。

部分市場(A)では， 価値量にして総計 1，000の商品の持ち手交換が行なわれた。

この商品に対して新規造出紙幣1，000を加えた総計2，000の紙幣が買い向かう

結果，騰貴率は 2倍であった。部分市場供)でのこの騰貴現象を，過程全体を支

配する紙幣減価法則の見地主対比してみよう。すると次のような注目すべき事

態が見い出される。

流通必要金量が 2，000，これを代位する紙幣の額面総額も 2，000で，ここへき

らに l，OOOの新規造出紙幣が投入されるため，紙幣減価法則が規定する騰貴率

は 3，OC日を 2，000で除した商) 1.5倍ーである。これに対して私がここで問題にし

ている部分市場ωの騰貴は，法則が規定する1.5倍を越えて 2倍に達している。

現実的波及過程の端初となる部分市場ωの局部的騰貴は，平均的騰貴を上回わ

る高率の騰貴となるのである。

10) Ltーが勺てと土では流通必要金量は増大しない。しかし部分市場叫での価格上昇そのものが，
その価格形態で表現計h.る観宜的金量の増大を示していないかという問題が残る。しかし， (1)流
通り必要を越えて投入された無価値目紙幣が一切減価しないで既存紙幣と同ーの金章探に瞬時に
転変して騰貴要因になってしまう点， (2)より根本的には，価値章標(紙幣〉四価値は，それ自体
から決定されず，流通総体から規定引Lる流通必要金量と紙幣総量と田関係かb与えられる。と
ころが部分市場ωに投入された時点、では新規造出紙幣はまだ流通全体への浸透を始めたばかりで
あ~，法則の規定する新価 i且を体現していない。そ ζでそれまでの紙幣価値の l 信認」と矛盾し

つつも， この紙幣量;2，000は価値主にして1，000の商品群の価格表現形態的地位に立ち， したがっ
て過渡的とは言え 1，0000)観者』ヲ金主主を代位することになる。 (3)さらに剖分市場ωではインフレ
に固有田価値収奪が生じている。との三論点から先の観念的金量は増大していないと言える。
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ζの高率の騰貴の原因をのべればこうである。新規に造出された紙幣が，既

存の流通紙幣の総量と競合して商品群に買い向かうのではな〈て，むしろ新規

造出紙幣が，既存流通紙幣総量のー可除部分とのみ競合して商品に買い向かう

ことによるのである。したがって新規の紙幣は，一旦紙幣減価法則が規定する

より高率に圧縮されることになる。そしてその後，新規紙幣は，社会的総資本

の再生産の媒介的契機に転化すべ〈他の部面に希釈されつつ浸透してゆくこと

になる。その過程が「波及過程J ~構成し，その過程で高率の騰貝の局古目的性

絡が否定され，社会的全般的勝良へ転化し，法則が示すT均的騰貴EfZへ収束し

てゆく o 現実的波及過程では，法貝IJの規定する騰貴率は，騰貴の不均等性を介

して事後的に実現されるのである 11)0 

では部分市場(A)の商品炎換の中で発現する何値収奪機能も同じ貝地で検討し

ょう。

購買者・販売者の両契機の分析が示すように，部分市場体)の収奪関係は，国

家によって新規に創出された紙幣 I，C日Oを入手して購買する購買者と，既存の

流通紙幣 1，000によって購買する購買者との間に形成され，前者が後者を価値

にして 5日白収奪する。この商品交換においては，新規の紙幣1，000は， 500の価

値を収奪する力能を獲得したのである。

ところが拙稿「概念規定」で見たように，価値収奪の基本法則が同じ条件の

もとで新規紙幣1，000に与える収奪力能は，これとは異なる。すなわち流通必

要金量が 2，000，これを代位して流通する既存の紙幣が額回で 2，000，ことへさ

らに新規紙幣1，日日Oが排他的に一所有者によって投入されるの Eあるから，騰

貴率は 3/2倍となり，紙幣の減価率は 2/3倍となる。既存の流通紙幣2，000は，

その支出によって減価率2/3との積 1，333Uの価値ある商品しか購買しえなく

11) 紙幣の減価とj 紙幣の競合的流通に基づ〈商品価格の騰貴とは，拙稿「概意規定」の抽象から
も看取し得るように，論理的に反省関部であるが，同時に現実的にもそうである。並及過程にお
いても両契機ば時々 の条件に応ビで同時的・相互的に実現されてゆく。紙幣造出の瞬間に潜在的
に減価が完了するとも、う通ョ訓告見解は，現実を単純に割り切ることはできても，世及過程の具体
的な機構を分析することはできない。前出，拙稿「概意規定」の注釈(7)を参照せよ。
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なる (666%の一方的損失〉。 ζれに対して新規紙幣 1，000による購買は，減価

率 2/3との積 666%の価値ある商品を購買する。 既存の流通紙幣総量との

全面的な競合・庄縮関係の形成を前提とする，紙幣減価法則に基く価値収奪力

能が与えるところによれば，新規に造出された紙幣 1，000は， 666%の価値収

奪力能を発揮するはずだったのである。

ところが部分市場(A)では同じ1，∞口の新規造出紙幣は 500の価値収奪力抱し

か獲得しえなかったのである。これは，部分市場ωへの投入によっては新規紙

幣 1，000が既存の流通紙幣の総量2，000と全面的な競合・圧縮関係を取り結は

な， 'ことから〈る。つまり既存紙幣の総員2，000ではなく， 可除部分たる1，000

と競合して 1，口00の{附{直の商品に買い向かい，圧縮されるだけなのである。し

たがって無価値の新規紙幣 1，000の購買者は，既存流通紙幣 2，000の所有者総

体，つまり既存の生産過程の構成員総体から収奪するのではたく，新規紙幣

1，000との競合・圧縮関係という現実的連接関係を取り結ぶ部分市場(必の既存

購買者 I，C日Oからのみ収奪するからである。部分市場(A)で購買力を発動する新

規造出紙幣は，法則が規定する力能以下へ，収奪力能の切り Fげが生じている

のである。

では切り下げられた分の収奪力能はどうなったのであろうか。それは部分市

場料)で上記の購買者群に対面している販売者群に移転したのである。というの

は次のことから説明される。法則が規定する騰貴率は 3/2倍であった。ところ

が部分市場(A)の騰貴率は 2倍であった。それゆえωの販売者は， 1，000の価値

ある商品を領面で1，500でな<， 2，000の紙幣と交換することになる。仰の販売

者は，法則が規定する抽象的半均の騰貴額を 500だけ越える紙幣を入手する。

部分巾場(B)を媒介する既存の流通紙幣は，まだ新規に造出された紙幣 1，000と

の競合・圧縮を経験してし 1なし， 0 したがって減価も開始していない。(時の販売

者群は 1;1らの商品を 2，口JOで実現し，今度は購買者として但)の既存流通紙幣と

競合的にその購買力を発動する時，価値収奪力能を獲得するυ

かくして苛l分市場(A)の商品交換に伴なう高率の騰貴現象は，購買者から販売



l田 (234) 第1担 者 第3・4号

者への価値収奪力能の移転・操り延べ過程の端初を表現する。第一節の考一察で

は，新規に造出された紙幣の最初の排他的所有者のみが収奪者となった。これ

に対L-，ここでは第一番目の所有者のみならず，部分市場ωでの販売者だった

第二番目の所有者やそれ以降の所有者も， しだいに減衰するとは言え，収奪力

能を手に入れるのである。したがってインフレーショ γ の現実的波及過程は，

価値収奪力能の移転過程の意義をも有するのである。

そこで最後にインソレーションの現実的波及過程の第二段階について分析し

ょう O

部分市場仏)の販売者がそれまでの二倍に当たる 2，000の紙幣を入手すること

自体は，まだ価値l民奪の力能の移転・操り延べの可能性である。そこでとの新

規紙幣を含む 2.∞0の可能的購買力が， (1)実際に発動きれ， 害らに(2)部分市場

ωでは競合・庄縮関係に入らなかった既存流通紙幣の残余分との競合・圧縮関

係が形成されねばならない。 この 2，000の紙幣の購買力の発動には二形態ある。

付 その購買力が発動されても，残余の既存流通紙幣と競合しない場合。す

なわち部分市場(A)の販売者群，あるいはその 部分のみで次の部分市場〈第4

図の同の亜部分市場)の購買者群が構成される場合。この場合は，購買者相互

の収奪関係は基本的に形成されない。移転されてきた購買力は，この市場の販

売者群へさらに移転される。また複数の部分市場に新規造出紙幣が投入され，

これを受付取った別々の販売者が集まって一つの部分市場の購買古一群を構成す

る場合も同様である。

。乙れに対L-，上記の部分市場担)での媒介的契機の役割を果たしていたた

め，まだ紙幣の競合的流通・圧縮の経験を持っていない既存流通紙幣の所有者

とともに，新しい部分市場で購買者群を構成する場合。この場合には価値収奪

の関係が，新しい部分市場で形成される。

この二形態は，現実の資本主義的生産様式の支配する社会的再生産の各局面

で複雑に交錯するこ種のモメソトをなす。だが個々の部分市場で紙幣総量が無

限に分散して所有され，交換が各部面で同時報行的に行なわれてゆくのである
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から，特定の部分市場に投ぜらかた新規造出紙幣は，生産過程総体へと浸透す

る中で，これまで接触したことのない既存流通紙幣と競合・圧縮関係を形成し

てゆくことが支配的傾向となる。したがって現実的波及過程では，仁)の形態が

基本形態となる。それで最初に新規造出紙幣が投入された部分市場から，隣接

する複数の部分市場へ，さらにその回りの部分市場へと，騰貴波及に伴なった

価値収奪力能の同心円状の系列的移転が必然的に形成される'"。インフレ-'/

aYの基本法則の展開と貫徹は，その土台であり，これを屈折させる社会的生

産過程の総体に，いわば構造的な収奪体系の性格を与えるのである。

イY プレーション 0)現実的波及過程が総生産過程に与える構造的収奪体系の

性格を一つの根拠にして，現代資本主義にお日る国家の経済過程への介入は行

なわれる。すなわち国家は，経済成長の戦略的位置にある産業部門，部分市場，

さらにその小の特定の個別独占資本に対L-，財政支出や対民間信用供与や補助

金政策を通じて新規に造出された紙幣を供与L，収奪力能をこの産業独占を中

心に波及させ，その伺別産業独占のみならず，関連産業を担う独占資木・従属

的資本の蓄積をも促進するのである。またこうした分野ヘー闘の労働力や資源

を重点的に配置する効果もある。このようにイ γ フレは戦略産業の育成や産業

構造の転換，新技術導入の条件を生むなどの機能を担うことになるのである。

紙幣の過剰の対極には「紙幣の不足」が生起する。そのため個別資本の破産

や失業，特定産業部門の切り捨てが惹起する。破産した資本家の残余の貨幣資

本は，いわゆる金融酌流通を通じて別の部面で充当きれる。また，独占資本の

戦略にとって必要と認められる分野の従属的資本の破産に対しては，銀行独占

が対拠して「金融的従属」を生み出す。

このように本稿の前提を越えて金融的流通をも含む一層具体的な一連の調整

12) こζ で明らかなように木稿で言う「部分市場」とは，新規に造出された紙幣が既存の流通紙幣
と競合する限りでの流面過程の閤域を指すものであって，一定の使用価値に規定された閏定的な
市場を指すのではない。競合を起こす圏構が地理的に制約されたりすれば， 同じ商品の市場で
も，由1分市場としては区別される。それは新規造出紙幣が流通に浸透する過程の時々 の，しだい
に拡大する境界を示す概念である。
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過程を経て，インフ ν-:ンョンの波及は完了する。そして資本蓄積の限界を突

破 L 次の資本主義的発展の前提を築くのである。

このようにインフレーショ γ の核心とも言うべき価値収奪機能は，現実の資

本主義的生産様式のもとで展開されると，商品としての生産手段や労働力を一

方的に移転させ，一つの蓄積促進機能に転化する。それは一つの「蓄積」とし

て現象するが，その個別資本の生産した剰余価値の資本への転化に基づかない

独自の蓄積，いわばインフレ的蓄積なのである。これまでに見てきたインフレ

ーションの概念および波及過程の話法則は，ょのインフレ的苦積の基礎になる

法則である。資本主義的生産のもとでの一周具体的な機能形態については，稿

を改め，独自に論ずることにする。


